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は　じ　め　に
　近年，多様な金融商品が開発され，金融商品投資が急増する中で，国の内外において，金融
商品に関する会計基準の確立・整備が急ピッチで進められている。現在までのその主な成果を
みても，米国財務会計基準審議会（FASB）がすでに1993年5月に発表した財務会計基準書（SFAS）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊エ115号「特定の負債証券および持分証券への投資の会計処理」（SFAS130号により一部修正）のほ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊2か，1998年6月に公表したSFAS133号「デリバティブおよびヘッジ活動の会計」，国際会計基準
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3委員会（IASC）が同年12月に公表した国際会計基準（IAS）39号「金融商品：認識および測定」な
らびにわ演国企業会計審議会が本年1月に公表した「金融商品に係る会計基準」を挙げることが
できる。なお，英国でも，会計基準審議会（ASB）により1996年7月に討議資料「デリバティブお
　　　　　　　　　＊4よびその他の金融商品」が発表されているが，これはまだ確定基準にはなるに至っていない。
　これらの基準書等においては，情報開示の視点から，金融商品の一部（ただし英国の［討議資
料］ではその全部）について，単なる注記情報にとどまらず，財務諸表本体で認識し，公正価値
（時価）で評価する旨が指示されているのである。
　ところで，このような金融商品の時価評価に関し理論的な検討を要する主要な論点として，
次の三点を列挙することができる。第一は，測定属性たる公正価値ないし時価とは何か，それ
は現在の市場価格を指すのか，割引現在価値を指すのか，あるいはこの両者を含むのかという
問題である。第二は，時価評価の対象に関して，すべての金融商品が時価評価の対象とされる
＊1　Financial　Accounting　Standards　Board（FASB）；SFAS　No．115，Accounting　for　Certain　Invest－
ments　in　Debt　and　Equity　Securities，　May　1993．
＊2　FASB；SFAS　No133，Accounting　for　Derivative　Instruments　and　Hedging　Activities，　June
1998．
＊3　1nternational　Accounting　Standards　Committee；（IASC）；lnternational　Accounting　Standards
　（IAS）No．39，　Financial　Instruments：Recognition　and　Measurements，　December　1998．
＊4　Accounting　Standards　Board（ASB）；Discussion　Paper：Derivatives　and　Other　Financial
Instruments，　July　1996．
150　　　　　　　　　　　　　『明大商学論叢』第82巻第2号　　　　　　　　　　　　　（150）
のか（包括的時価評価），保有目的から見て，一部の金融商品だけがその対象とされるのか（部分
的時価評価）といった問題である。そして，第三は，時価評価差額（特に即時に売却を予定しな
い有価証券に係る評価差額等）を利益とみることを前提とした上で，どのように処理ないし報告
するのかという問題である。これについては，当期損益に算入する方法（1），貸借対照表の資本
（持分）の部に直接掲記する方法（2），さらに「包括利益」等別個の利益概念を導入し，その構成
要素として報告する方法（3）などがある。
　上記の基準書等では，第一の問題については最後の選択肢を採用し，第二の問題については
主に部分的時価評価を採用し（ただし英国の「討議資料」を除く）ている。しかし，第三の問題
については，各基準書等により取り扱いが異なり，後にみるSFAS130号（1997年6月）や英国の財
務報告基準（FRS）3号（1992年10月）では，上記の（3）が採用されているが，日本の基準では，（修
正前SFAS115号と同じく）（2）の方法が採用されている。またIAS39号では，（1）または（2）のいず
れかによるとされている。
　本稿では，金融商品の時価評価に関するこれら三っの問題のうち，第三の問題を取り上げ，
特に注目に値するFASBのこの問題に対する一連の取り組み一「概念報告書」（SFAC）第5号（1984
年）および第6号（1985年），ならびに前出のSFAS130号などに見られる一に焦点をあてて，主に
その基礎にある利益計算構造との関わりから検討し，その特質と問題点を明らかにしたい。
1．時価評価差額の処理
　　1．時価評価差額の性格
　上述のように，金融商品の時価評価に関する主要な問題の一つに，時価評価差額をその性格
把握との関連で，どのように処理ないし報告するのかという問題がある。一般に，時価評価差
額の性格付けについては，大別して，これを損益（保有損益）とみる説（損益説）と資本（資本修正）
とみる説（資本説）の二つの説がある。
　これら二つの説の違いは，つまるところ，「維持すべき資本」として何を想定するのか一貨
幣資本か実物資本か一の違いに基づくものであると解される。すなわち，維持すべき資本とし
て貨幣資本が予定されれば，評価差額（未実現評価損益）は損益（保有損益）の性格をもつものと
規定される。一方，実物資本（実体資本）を想定すると，評価差額は資本修正（資本）の性格をも
　　　　　　　　　　　　　　＊5つものととらえられることになる。これをFASBの「概念報告書」（SFAC）5号についてみる
と，ここでも，保有資産・負債に係る価格変動差額の性格をどのようにとらえるかは，（維持す
べき）資本概念として，貨幣資本概念（financial　capital　concept）が採用されるか，実物資本概
念（physical　capital　concept）が採用されるかに依存すると指摘されている。それによると，こ
＊5R．G．Schroeder　and　M．W．Clark，　Accounting　Theory：Text　and　Readings，6th　edition，
PP．90～91．
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の二つの資本維持概念の間の主要な相違は，一期間における保有資産・負債に対する価格変動
の影響に関係する。貨幣資本維持概念のもとでは，このような価格変動の影響が認識される場
合には，それは「保有利得・損失」と呼ばれ，資本からの利益（return　on　capital）に含まれ
る。一方，実物資本維持概念のもとでは，そのような変動が認識されるが，それは「資本維持
修正」（capital　maintenance　adjustments）と呼ばれ，直接持分に含まれて，資本からの利益に
は含まれない。この維持概念のもとでは，資本維持修正は保有利得または損失ではなく，それ
　　　　　　　　　＊6とは別個の要素である，と説明されるのである。
　SFAC5号では，この二つの維持概念のうち貨幣資本維持概念が伝統的な維持概念であり，一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊7般に現在の主要財務諸表における資本維持概念として採用されているとして，この立場を支持
している。米国を始め，英苗，IASCなどの関係基轄等，さら｝・躰の会計基準も，基本的に
は，この貨幣資本維持の立場に基づいているとみられる。
　　2．時価評価差額の処理・表示
　上述のように，貨幣資本維持の見地から評価差額利益説に立った場合でも，それを具体的に
どのように処理ないし表示するかについてはいくつかの方法が考えられる。ここでは，97年（平
　　　　　　　　　　　　　　　9成9年）6月に公表された「論点整理」に依拠して，特に金融商品に係る時価評価差額の取扱いに
関し，次の三つの方法を示し（II　1，（3）），その内容について検討を加えたい。
　（1）損益計算書に当期損益として計上する。
　（2）貸借対照表の資本の部に直接計上（直記）する。
　（3）純利益とは別個の利益概念（「包括利益」等の概念）を導入して，その構成要素（「その他の
包括利益」など）とする。
　　（1）当期損益として計上する方法
　これは，評価差額を損益計算書の伝統的な利益概念を表す「当期損益」として計上する方法
である。上記の諸基準書は，「保有目的アプローチ」に基づいて，特に売買目的有価証券（SFAS115
＊6FASB；Statements　of　Financial　Accounting　Concepts（SFAC）No．5，；Recognition　and　Measure－
ments　in　Financial　Statements　of　Business　Enterprises，　Decemもer　1984，par．48．平松一夫・広瀬義州
訳『FASB財務会計の諸概念（改訳新版）』中央経済社，1996，233頁参照。
＊7　FASB；SFAC　No．5，par．49．
＊8　英国では，1999年3月にASBにより発表された『財務報告原則書』（改訂公開草案）の第6章「財務諸表
　における測定」において，「ここで記述され，かっほとんどすべての実体により採用されている会計モデル
　では，資本は所有主持分の貨幣金額（これは貨幣資本と呼ばれる）として定義される」と述べられている（6．41
項）。ASB；Revised　Exposure　Draft：Statement　of　Principles　for　Financial　Reporting，　March
　1999，par．6．41．
＊9　企業会計審議会「金融商品に係る会計処理基準に関する論点整理」平成9年6月6日（1997年）。
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号・日本基準）やデリバティブ取引などの金融商品に係る時価評価差額について，ヘッジに関す
るものを除き，当期損益に算入する点で共通している。この種の評価差額もそれ自体未実現損
益を表すが，特に当該金融商品については，保有目的からみて，時価で即時に売却（ないし決済）
できるという理由から，当期損益として認識されるものとみられるのである。
　したがって，この場合に適用される利益認識基準は，特に流動資金の流入を要件とする伝統
的な実現基準（狭義の実現基準）ではなく，SFAC5号で，それと並んで提示されている実現可能
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊10性基準であると解される。すでに別稿で考察したように，実現可能性基準とは，特に特定の農
産物，貴金属あるいは市場性ある有価証券等に代表される「容易に転換可能な資産」について，
それらが活発な市場で特別な努力なしに信頼しうる測定可能な価額をもって即時に売却できる
という理由で，実現可能な場合には，それに係る収益ないし利得はその生産の完了または当該
資産の価格変動の時点で認識されるとする基準をいう（同84項e）。上記の売買目的有価証券にも
この基準が適用されることになる。その結果，従来の実現基準による場合よりも利益認識のタ
イミングが早められ，経営成績の指標としての当期損益には未実現評価益（保有利得）が含まれ
ることになる。そして，その限りで，現行の利益計算構造の基礎にある利益概念（伝統的利益概
　　　　　　　　　　　　　　　　　＊11念）は修正を受けることになるとみられる。この点にも留意する必要がある。
　一方，これらの基準書では，売却可能有価証券（SFAS115号）または「その他有価証券」（日本
基準）と呼ばれるカテゴリーの有価証券（主として長期保有目的の有価証券）に係る評価差額は，
当期損益に計上されずに，下記の（2）または（3）の方法により処理されることになる。
　　（2）貸借対照表資本の部に直接計上する方法
　これは，評価差額を損益計算書を経由せずに，貸借対照表の資本の部に独立科目として直接
計上する方法である。もちろん，ここでも貨幣資本維持が前提とされている以上，評価差額は
利益性をもつものとされている点には変わりはない。それは，特に未実現利益とみられるため
に，実現するまでの間，一時的に資本の部に記載されることになるのである。
　この方法は，上述のように，前掲の諸基準書では，特に売却可能有価証券（日本基準では「そ
の他の有価証券」）に代表されるように，保有目的からみて，直ちに売却を予定しない金融商品
（通常は長期保有有価証券）に適用されることになる。そのなかには，日本に特有な「持合株式」
も含まれる。
　このカテゴリーの金融商品についても，時価は客観的に確定でき，かつその変動は確かに将
来キャッシュフローの測定値として有用であるが，これは保有目的による制約から市場で即時
に売却可能であるとはみなされないために，当期損益に算入されず，資本の部に直接計上され
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊12ることになるわけである。この結果，この場合には，当期利益の認識には狭義の実現基準が適
＊10　拙稿「英米における利益認識原則の展開一『概念的枠組み』の比較を通して一」会計150巻5号（1996
年）5頁～8頁参照。
＊11，12拙稿「金融資産の時価評価一企業会計審議会『公開草案』を中心として一」企業会計50巻9号（1998
年），8頁参照。
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用されるとみられ，利益計算構造は影響を受けないことになる。こうした処理方法が採用され
る基礎には，この種の評価差額（未実現評価損益）を当期損益に含めて報告すると，業績指標と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊13しての報告利益のボラティリティ（volatility）が増大するという認識があると考えられる。
　私見によれば，こうした処理方法に含まれる問題点として次の二点を指摘することができる。
第一は，この処理方法では，評価差額は損益の性格を有し，それ自体一定の財務業績（「資産・
負債観」に基づく一期間における資本取引以外の取引源泉による純資産の増加分という意味で
の）を表すものとみられるのに，損益計算系統の計算書（財務業績計算書）には計上されないとい
う点である。
　第二は，しばしば文献で指摘されるように，この処理方法は，貸借対照表と損益計算書の連
携（articulation）を切断して，「クリーン・サープラス」（clean　surplus）一これは，貸借対照表
上の剰余金は損益計算書で算定された純利益（利益処分を除く）をそのまま集計したものに等し
いことを意味する一を侵害し，「ダーティ・サープラス」（dirty　surplus）一これは，貸借対照表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14上の剰余金に損益計算書に表示された純利益以外の不純物が含まれることを指す一を生ぜしめ
るという点である。その結果，財務諸表の透明性は損なわれ，投資家等情報利用者の財務諸表
に対する理解可能性は阻害されざるをえないのである。
　文献では，このうち第一の問題点には特別に言及されていないが，この点に留意することは，
この問題を考えるうえで重要であると考えられる。
　　（3）　「包括利益」等の新しい利益概念を導入し，その構成要素（「その他の包括利益」など）
に含めて報告する方法
　これは，上記の（2）の方法のもとで生じる二つの問題点ないし欠点を是正するために考案され
た方法であり，特に従来の純利益概念と別個に「包括利益」（または「総認識利得・損失」）など
と呼ばれる新しい利益概念を導入して，この問題の解決をはかろうとするところにその重要な
意義を見い出すことができる。ここでは，評価差額は，「包括利益計算書」などの損益計算系統
の計算書に記載して報告されることになる。
　こうした新しい試みは，米国や英国において見受けられる。その具体的な成果として，FASB
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊15の「包括利益の報告」（1997年6月）とそれに先行するASBのFRS3号「財務業績の報告」（1992年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊162月）とを挙げることができる。さらに，IAS1号「財務諸表の表示」（1997年改訂）にも同様の展
開がみられる。以下では，特に注目される米国における展開について考察する。
＊13　D。R．　Beresford，　L．T．Johnson　and　C．L．　Reither；Is　a　Second　Income　Statement　Needed？，
Journal　of　Accountancy，April　1996，p．69．
＊14　American　Accounting　Association’Financial　Accounting　Standards　Committee；An　Issues
Paper　on　Comprehensive　Income，　Accounting　Horizons，Vo1．11，No．2，June　1997，pp．120－123．
＊15　ASB；FRS　No．3，Reporting　Financial　Performance，　October　1992．
＊16　1ASC；IAS　No．1（revised），Presentation　of　Financial　Statements，　August　1997．
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II．「包括利益」概念とその内容
　　1．包括利益と稼得利益
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊17　すでに周知のように，SFAC5号（1984年）および6号（1985年）では，意思決定有用性を重視する
情報会計（利用者指向会計）の見地に立って，「包括利益」（comprehensive　income）という新し
い概念を導入し，それと「稼得利益」（earnings）という二種の利益概念を提示している。このう
ち，「包括利益」は，財務諸表の構成要素の一つをなすものであり，「所有主以外の源泉から生
じる取引その他の事象および環境要因による一期間における持分（純資産）の変動である。これ
には，所有主による出資および所有主の分配から生じる変動以外の一期間におけるすべての持
分の変動が含まれる」（6号，70項）と定義される。このように，包括利益は資産と負債の差額概
念である持分（純資産）に関わらしめて，そのすべての変動を表すと規定されるから，これはSFAC
の基礎にある「資産負債観」（asset　and　liability　view）に基づく新しい利益概念であり，利益
概念の中枢をなすものである。後にもみるように，これは，稼得利益よりも広範な源泉を有す
るものであり，時価評価と結合した場合には，そのなかに未実現評価損益が含まれることにな
る。この点はきわめて特徴的である。
　一方，「稼得利益」は，現行実務上の「純利益」と類似するが，厳密には同じものではない。
現行の純利益には，当期に認識される過年度のある種の会計修正の累積的影響（前期損益修正）
一その主要な例は会計原則変更の累積的影響である一が含まれるが，稼得利益からは除外され
るからである。したがって，稼得利益は，「一期間の業績を示す測定値であり，当該期間に無関
係な項目一本来他の期間に属する項目一をできる限り除外したものである」と定義される（5号，
34項）。
　この稼得利益の業績尺度性は，この利益数値自体，一期間に実質的に完了した営業循環過程
に関連する資産流入額（収益）が当該循環過程に直接または間接に関連する資産流出額（費用）な
どを，どの程度超過しているかを示すものであるという点から説明される（5号，36項）。この点
について，ある論者は，稼得利益は（一期間における）費用・収益の対応の結果であり，実体が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊18一定の活動をいかにうまく達成したかを測定しようとしたものである，と述べている。したが
って，稼得利益は，「収益費用観」（revenue　and　expense　view）に基づくものであると解され
る。
　以上みたように，包括利益と稼得利益とは概念的に異なるものであるが，SFACでは，包括利
益を中核とし，その計算過程に稼得利益が中間的構成要素として組み込まれるという形で，こ
の両者の結合がはかられているのである。
＊17FASB；SFAC　No．6，Elememts　of　Financial　Statements，　December　1984，前掲邦訳参照。
＊18D．Solomons；Making　Accounting　Policy，1986，p．139．加藤盛弘監訳『会計原則と会計方針』森山書
店，1990年，155頁参照。
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　　2．包括利益の構成内容
　SFAC6号によると，包括利益は，その源泉からみると，（1）企業とその所有主以外の他の実体
との交換およびその他の移転，（2）企業の生産的努力，ならびに（3｝価格変動，不可避的事故，そ
の他企業の経済的，法律的，社会的，政治的および物質的環境の相互作用のもたらす影響から
生じるものである（6号，74項）。したがって，その内容は，主たる営業活動，副次的・付随的な
活動のほか，価格変動その他の環境要因から生じる純資産の変動などをも含む（6号，75項）ほど
広範にわたり，文字どおりの意味での「包括的な（企業）業績」の測定値として構想されている
のである。
　ここで，包括利益の構成内容をまとめて示すと，次のようになる。
　（1）稼得利益
　（2）　当期に認識された特定の過年度会計修正（前期損益修正）
　（3）　当期に認識された特定の純資産の変動（主に特定の保有利得・損失）。例えば，固定資産
に属する市場性ある持分証券の市場価格の変動，市場性ある有価証券につき特殊な会計慣行の
ある産業における投資の市場価格の変動および外貨換算修正である（5号，42項参照）。これらの
項目こそ本稿の主題に直接に関わるものである。
　SFACでは，投資家，債権者，経営者等の情報利用者の意思決定に有用であるためには，この
ような包括利益とその構成要素を損益計算系統の計算書（成果計算書）において区分表示するこ
とが必要であるとされる（同，30項）。それは，これらの利益数値に関する情報ニーズの指標で
ある企業の各種活動，取引および事象の影響は，特に安定性，リスクおよび予測可能性を異に
しているためであるといわれる（同，31項）。そして，ここでは，そのような計算書として，特
に「稼得利益および包括利益結合計算書」（statement　of　earnings　and　comprehensive　in－
come）（以下単に「結合計算書」という）が提示されている（同，24b）。これは「拡大損益計算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19書」の性格を有するものである。いま，その雛形を示すと，次のとおりである。
稼得利益および包括利益結合計算書
　収　　　　　　　益
（一）費　　　　　　　用
　営　　業　　利　　益
（＋）その他の収益・利得
（一）その他の費用・損失
所得税控除前継続的営業利益
（一）所　　　得　　　税
　継続的営業利益
（±）閉鎖的営業損益
　異常項目控除前利益
（±）異　　常　　項　　目
　稼　　得　　利　　益
（±）累積的前期損益修正
（±）その他の非所有主的持分変動
包　　括　　利　　益
??????
???
????????
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　　3．保有利得の認識
　ある論者によると，上記の包括利益の構成要素のうちで，特定の（未実現）保有利得・損失
　　　　　　　　　　　　　　　　　　2oこそが最も重要な要素であるといわれる。では，これらの項目は「利益構成要素」としてどの
ような特性を有するのであろうか。
　ここに，「（特定の）保有利得・損失」とは，保有中の（特定の）資産または負債の価値変動
から生じた持分（純資産）の増加または減少をいい，それが認識される限り，包括利益の構成
要素に含まれるのである。そのようにして，これらの項目は，企業の包括的ないし全体的業績
の測定に反映されるのである。さきにも指摘したように，この種の項目は主に企業を取り巻く
環境要因の変動（価値変動）から生じるものであり，時価基準の適用により認識された未実現損
益としての性格を持つものである。したがって，これらの測定値は，実現損益に比べて，不確
実性ないしボラティリティの高い項目であり，そのため経営成績の指標としての稼得利益から
は除かれ，包括利益として別個に報告されることになるわけである（同，50項参照）。
　SFAC5号によると，ある収益ないし利得項目が稼得利益（の構成要素）として認識されるた
めには，財務諸表項目一般に関する基本的認識基準（財務諸表要素の定義，測定可能性，目的
適合性および信頼性）を充足したうえで，付加的認識基準としての（1）実現している（現金または
現金請求権への転換を指す）か，実現可能であること，（2）稼得されていることの二要件を満たす
必要がある。この場合，利得については，通常稼得過程を伴わない取引その他の事象から生じ
るから，稼得という要件は要求されない（61項以下）。したがって，利得は，それが基本的基準
をクリアーして認識されたものである限り，（狭義の）実現基準または実現可能性基準のいずれ
かを満たせば，稼得利得として認識・計上されることになる。そのうち保有利得の認識には特
に後者の実現可能性基準が適用されることになる。この基準が満たされない場合には，基本的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊21基準を満たして認識された保有利得は包括利益（その他の構成要素）に含まれることになる。し
かしながら，この基準の適用内容に関するSFAC5号の説明は必ずしも明らかではない。
　さて，SFAC5号はこの基準にいう「実現可能（な）」（realizable）を，保有資産が容易に現金
または現金請求権に転換できることをいう（83a）と定義したうえで，その適用について，「製品
またはその他の資産は，それらがさほどの努力も要せず信頼できる測定可能な価格でもって売
却できるという理由で，容易に実現可能である場合には（例えば，特定の農産物，貴金属およ
び市場「生のある有価証券など），収益およびある種の利得・損失はその生産の完了または当該資
産の価格変動の時点で認識される（84項e）と述べている。この場合，実現可能性基準の適用
．対象は，市場性ある有価証券などに代表される「容易に転換可能な資産」，つまり「価格に著しい
＊19D．E．Kieso　and　J　J．Weygandt；Intermediate　Accounting，5th　edition，1986，p．86．
＊20　L．Robinson；The　Time　Has　Come　to　Report　Comprehensive　Income，　Accounting　Horizons，
June　l991，pp．107－108．
＊21前掲拙稿「英米における利益認識原則……」5頁～7頁参照。
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影響を及ぼすことなく，当該企業が所有している資産を即時に吸収できる活発な市場において
入手可能な（i）互換可能（代替可能）単位および（ii）公定相場価格を有している」ものをい
うとされる（83a）。
　この説明からすると，市場性ある有価証券については，固定資産に属する持分証券を含め，
その保有損益は実現可能性基準の適用を受けて稼得利益として認識されるともみられる。だが，
この見方は，すでに指摘したように，SFAC5号では，この種の保有損益は，外貨換算修正など
とともに稼得利益に含まれず，包括利益（その他の構成要素）に含まれているという事実と抵触
せざるをえない。そこで，この問題に対応するために，実現可能性の要件とは別個に，保有目
的に基づくボラティリティないし一時性の要件を持ち出し，これらの保有損益は外形的ないし
客観的には実現可能であるが，この要件を満たさないために，稼得利益から除外されるとする
　　　　　　　　　　　＊22見解が表明されることになる。SFACでは，これに関して，まず，外貨換算修正が稼得利益から
除外される理由につき，「外貨換算修正は未実現であるばかりでなく，当該企業への投資を売却
または処分するまで実現不可能であるとみられている」と指摘し，そのうえで，「換算レートの
変動が純投資に及ぼす影響はあまりにも不確実であり，かつあまりにも遠い先のことであるの
で，これを経営成績に含めることは妥当ではないと考えられている」と述べている（50項）。同
様に，市場性のある固定資産に属する持分証券の場合について，「当該価格変動はおそらく一時
的なものであり，かつ長期投資として保有されている有価証券の一時的な価格変動は純利益に
含めるべきではない」と指摘している（同項）。上述の見解は，特にこうしたSFAC5号にみられ
る記述に注目し，その定義どおりの解釈から導き出されるものといえる。
ただし，SFAC5号の提示する認識構造の枠組みから見ると，この解釈において，稼得利益の認
識に関し，特に実現可能性と不確実性ないしボラティリティの要件とが切り離され，その基礎
に位置づけられている実現基準および実現可能性基準と別個に，稼得利益の認識を規定する基
準があるととらえることには疑問を感じざるをえない。ここでも，不確実性ないしボラティリ
ティと実現および実現可能性の要件とは密接に結びついているとされ，またこの実現および実
現可能性こそ認識された利得を稼得利益と包括利益に区分するための基準と．して明示されてい
るところからすると，これらの要件は並列的な関係にあるのではなく，実現および実現可能性
の要件を基底として位置づけ，保有目的に伴う不確実性等の要件はその根拠をなすものとして，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊23そのなかに包摂される関係にあるものとも解することができるであろう。
　このように解した場合には，長期保有証券等に係る保有利得は，実現可能性要件をクリアー
したものとはみられないために，経営成績の指標である稼得利益（純利益）には含まれず，企
業の全体的成果を表す包括利益に含まれるものと見られる。
＊22　これについては，辻山栄子稿「（第1章）包括利益をめぐる議論の背景（アメリカ）」企業財務制度研究会・
包括利益をめぐる論点』1998年所収，9頁～11頁参照。同「（第3章）包括利益を報告する目的」前掲書72頁参照。
＊23　なお，佐藤信彦稿「（第4章）包括利益（その他の包括利益）の構成要素」前掲書174頁～175頁を参照。
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　　4．小　括
　以上みたように，長期保有証券に係わる評価損益等特定の保有損益項目は，すでに当時のUS
－GAAPでも，貸借対照表の株主持分の独立区分に直接掲記することが要求されたために，実
務上，「ダーティー・サープラス」が生じ，貸借対照表と損益計算書の連携が断たれるという問
題が生じた。このような事態に対応して，SFACは，「クリーン・サープラス」関係を保持する
ために，新しく導入された「包括利益」概念に基づいて，この種の保有損益をその構成要素の
一つとみて，成果計算書系統の「結合計算書」に記載する旨を提示したのである。包括利益は，
情報会計を指向するSFACの基礎にある「資産負債観」に基づく利益概念であり，一期間におけ
る資本取引以外の源泉による純資産のすべての増加と定義されるように，文字どおり企業の全
体的成果を表わすものである。これには，源泉面からみると，企業の主たる営業活動や副次的・
付随的な活動などからの成果（「稼得利益」）だけでなく，価格変動など環境要因の影響から生
じる純資産の変動も，それらが認識される限り，含まれることになる。したがって，上記の保
有損益もこの利益数値のなかに含まれ，企業の全体的成果を構成することになる。
　この種の保有損益は，包括利益の構成要素という点では，稼得利益（純利益）と異なるとこ
ろはない。しかし，この両者は，それに伴う不確実性ないしボラティリティのレベルの違いと
いうこととも関連して，適用される認識ないし測定基準が異なる。すなわち，稼得利益（その
構成要素）は，原則として現行の原価・実現基準に基づいて計上され（51項），実現利益として
の性格をもつのに対して，この種の保有損益は時価基準の適用に基づいて損益認識されるが，
それに伴うボラティリティのために実現可能性の要件を満たさず，未実現損益の性格をもち，
稼得利益には含まれない。したがって，SFACの提示する包括利益計算には二種の異なる利益要
素が含まれることになる。
　このようにSFACでは，その基礎にある「資産負債観」に基づく利益概念である包括利益の視
点からみると，概念的には，一元的な利益計算体系（「包括利益計算体系」）が構想されている
といえるかもしれないが，認識・測定構造という計算の実質面から見ると，実現利益（稼得利
益）の計算と未実現利益（保有損益）の計算という二元的利益計算体系が採用されていると考
えられる。前掲の「結合計算書」は，こうした利益計算における二側面を考慮に入れた報告様
式であり，拡大損益計算書の性格を持つものと解される。
III．「包括利益の報告」（1997年）の内容
　1．基準書の背景
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊24さて，FASBは，1997年6月にSFAS130号「包括利益の報告」を公表した。この基準書は，完
＊24　FASB；SFAS　No．130，Reporting　Comprehensive　Income，　June　1997．
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全な一組の一般目的財務諸表において包括利益およびその構成要素を報告表示するための具体
的な基準を定めたものであり（1項），特にSFACで提示された包括利益概念の実務への適用を要
求するという点にその意義が認められる。ここでは，まず，基準書公表の背景についておよそ
以下のように述べている。
　米国では，歴史的にみると，利益報告をめぐって，当期業績主義（ないし「ダーティ・サー
プラス」と，包括主義（ないし「クリーン・サープラス」）という二つの概念が対立してきた
が，1966年に（AICPAの）APBが公表したAPB意見書9号「経営成績の報告」では，大筋で包
括主義を採用した。そして，APBは，意見書20号「会計的変更」（1971年）や同30号「経営成績
の報告」（1973年）においてこの概念を再確認した（2項）。APBの継承者であるFASBはこれ
を引き継いだのである。しかし，近年，諸基準書で，特定の資産・負債の変動について，それ
らが認識される期間の損益計算書を経由しないで，貸借対照表上の持分の独立区分に直接掲記
することがしばしば要求され，包括主義の例外項目が増加するに至った。そのような例外項目
として，基準書の公表前の段階では，SFAS52号「外貨換算」（1981年），80号「先物契約の会計」
（1984年），87号「雇用者の年金会計」（1985年）および前出の115号「特定の負債証券および持
分証券への投資の会計」に定める8項目が挙げられた（3項，39項）（注）。
　（注）なお私見によれば，包括利益は未実現利益を含むという点で，従来の包括主義利益とは
　　　　　　　＊25異なることになる。
　すでに指摘したように，こうした損益計算書を経由せずに，貸借対照表の持分の部に直接計
上される項目数の増大に伴って，情報利用者のなかから「クリーン・サープラス」関係が侵害さ
れることに対する懸念が表明されたのである（4項）。特に「米国投資管理協会」（AIMR）等か
ら，包括利益概念の実行を求める強い要望が提出された（40項）。
　その後，FASBは，1986年5月に「金融商品プロジェクト」を発足させて，金融商品の認識・
測定問題に精力的に取り組んできたが，その基本的な方向として，（1）金融商品は可能な限り公
正価値で測定すること，（2）公正価値の変動から生じる利得・損失は，貸借対照表の持分の部に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊26計上するだけでなく，包括利益の構成要素として報告することなどを確認したことから，FASB
としても，この問題への対応を迫られることになった（46項以下）。
　加えて，英国では，ASBのFRS3号「財務業績の報告」（1992年10月）において，従来の損益
計算書に加えて「総認識利得および損失計算書」が導入され，これに包括利益に相当する「当
期総認識利得・損失」が記載されることになった（42項）。また，IASCでも，公開草案「財務
諸表の表示」（1996年6月）（これは1997年8月に確定基準書になった）のなかで，「非所有主持分
変動計算書」と呼ばれる新しい財務諸表が導入されている（44項）。このようにして，会計の国
＊25　前掲拙稿「英米における利益認識原則……」3頁参照。
＊26　FASB；FASB　to　adress　Comprehensive　Income，　Status　Report，No．268，September　l997，p，5．
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際的調和化の視点からも，包括利益の報告に関する検討が必要とされたのである。
　そのような事情を背景にして，FASBは，1995年7月に「包括利益プロジェクト」を発足させ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊27て，この問題に取り組み，その成果として翌96年6月に公開草案を発表し，1年後の97年6月に確
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊28定基準書SFAS130号を公表するに至ったのである。
　　2．基準書の概要
　さて，基準書によると，包括利益の報告目的は，所有主との取引以外の取引その他の事象か
ら生じる企業の持分の変動に関する測定値を報告して（11項），投資家，債権者等の財務諸表利
用者が企業の活動および将来のキャッシュフローの時期と大きさを査定するのに役立てること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊29である。すでに別稿でみたように，SFAC第1号では，財務報告の目的に関し，情報会計の見地
から，（1）投資および与信の意思決定に有用な情報の提供，（2）将来のキャッシュフローの金額，
時期および不確実性を査定するのに有用な情報の提供，ならびに（3）企業資源，資源に対する請
求権およびそれらの変動に関する情報の提供というように段階的ないし階層的な展開が提示さ
　　　　＊3oれているが，包括利益の報告目的は，このうちの第二段階②の目的に対応するものであるとい
える。
　この見地からは，包括利益の総額は財務諸表利用者にとって有用な測定値であるが，その構
成要素に関する情報もまた必要である（13項）。そのため，基準書では，その報告に関して，包
括利益を純利益とその他の包括利益に区分する（15項）。このうち，純利益に含まれる項目は，
従来どおりの形式により，継続事業からの利益，非継続事業からの利益，異常項目，会計原則
変更の累積的影響に分類して表示される（16項）。したがって，基準書では，SFACにいう稼得
利益ではなく，現行の純利益が保持されている。
　その他の包括利益は，その性質に基づいて分類される。その当時の会計実務では，これは外
貨換算項目，最小年金調整項目，および特定の負債証券・持分証券（売却可能有価証券）に係
る評価損益などに分けられることになる（17項）。すでに指摘したように，これらの項目は，未
実現損益としての性格を持ち，当時のGAAPでは，損益計算書を迂回して直接貸借対照表の持
＊27　FASB；ED，　Reporting　Comprehensive　Income，　June　1996．
＊28　この基準書を取り扱った論稿に北山弘樹稿「包括利益の報告と会計的認識」税経通信52巻14号（1997年
10月号），川村義則稿「包括利益の概念とその報告をめぐる問題」会計154巻2号（1998年8月号）などがある。ま
た，公開草案を取り扱ったものに岩崎勇稿「業績表示と包括利益一アメリカの『包括利益の報告』を中心と
　して一」税経通信52巻1号（1997年1月号）がある。
＊29　FASB；SFAC　No．1ρbjectives　of　Financial　Reporting　by　Business　Enterprises，　November
1978．これには，前掲邦訳のほかに，森川監訳r現代アメリカ会計の基礎概念一FASB財務会計概念報告書一』
　白桃書房，1988年がある。
＊30　これにっいては，拙稿「利用者志向型会計の展開方向一FASB概念報告書第1号（1978年）を中心と
　して一」篇村剛雄博士還暦記念委員会編『企業会計の現状と展望』白桃書房，1988年，22頁以下参照。
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分の部に記載することが要求されたために財務諸表利用者から「クリーン・サープラス」関係を
乱すものと批判されたが，本基準書により，その他の包括利益に含めて報告することが求めら
れたのである。なお，現在では，デリバティブに関する前出のSFAS133号（1998年6月）が確定
したことにより，将来の予定取引に係るキャッシュフロー・エクスポジャーをヘッジする目的で
利用する金融派生商品の公正価値変動等も，このなかに含まれることになる。
　基準書によると，当期純利益の一部として表示される包括利益項目で，当期以前にその他の
包括利益の一部として表示される項目について二重計上を避けるために調整が行われる。例え
ば，投資有価証券（売却可能有価証券）に係る利得で，当期に実現し純利益に含められたが，
その発生期間以後未実現保有利得としてその他の包括利益に含められてきたものは，包括利益
に二重計上されるのを避けるために，純利益に計上された期間にその他の包括利益から控除す
ることが必要になる。これを「再分類調整」という（注）（18項）。ここでは，いわゆる「リサ
イクル」（一度認識した未実現利得を実現時に損益計算書の純利益に振り替えること）と「再分
類調整」（この意味でのリサイクルを前提として，利益の二重計上を避けるために，実現時に包
括利益から除去すること）とが区別されている。
　（注）再分類調整の表示については，財務諸表上で当期の繰入額と戻入額を総額で表示する
方法と，財務諸表上では総額で表示し，注記において総額の変動を表示する方法とがある（20
項）。
基準書では，上記のような包括利益の報告様式として，次の三つの代替的方式が認められてい
る（22項，（付録B）131項）。
（1）
（2）
（3）
損益および包括利益結合計算書において報告する方法。これはいわゆる「一計算書ア
プローチ」（one－statement　approach）である。この計算書は拡大損益計算書の性格
をもつものである。
損益計算書と別個に包括利益計算書を作成し，そこで報告する方法。これは「二計算
書アプローチ」（two－statement　approach）であり，この計算書は第二の損益計算書
の性格をもつものといえる。
持分変動計算書において報告する方法。なお，この方法は公開草案では提示されてい
なかった。
　基準書では，包括利益およびその構成要素をこれらのいずれの方法で報告するかについて特
定の方法は要求していないけれども，審議会としては，特に（1）と（2）の方法ないし様式を奨励し
ている（23項，65項）。その理由として，次の諸点が挙げられている（67項）。第一は，このよう
に包括利益を損益計算書タイプの様式で表示することは「概念報告書」と整合するものであり，
したがって持分変動計算書における表示（上記の（3））よりも概念的にすぐれていると考えられる
ことである。第二に，こうした表示方法は包括主義に適合する。第三に，包括利益を損益計算
162　　　　　　　　　　　　　『明大商学論叢』第82巻第2号　　　　　　　　　　　　　（162）
書タイプの様式で表示することは，その構成要素についての透明性を提供するという点ですぐ
れている。さらに，こうした損益計算書タイプの様式における表示は，包括利益およびその構
成要素を財務業績計算書で報告することを最終的な目的とする，より広範な包括利益プロジェ
クトの実行という審議会の要望に適合している。このような理由の基礎には，やはり包括利益
（およびその構成要素）は企業の財務業績を示すものであるという認識があるように思われる。
　基準書によると，一期間におけるその他の包括利益の総額は，「その他の包括利益累積額」と
いった科目名で，期末に貸借対照表の独立区分に振り替えられることになる。それは留保利益
や追加払込資本と区分して記載される（26項）。
　以上が基準書の概要である。
　　3．小　括
　以上のような基準書に含まれる主要な特徴ないし問題として，特に次の二点を指摘しておき
たい。
　第一は，基準書では，その他の包括利益に計上された未実現保有利得の実現時における処理
について再分類調整ないしリサイクルが採用されていることである。この点は，英国のFRS3号
ではこの処理が認められていない（56項）のに比べて，際立った特徴を示すものである。なお，
先に述べたように，基準書では，リサイクルは当期以前に認識された未実現保有利得が実現し
たときに当期純利益に計上することをいい，また再分類調整はそのような処理を前提として，
利益の二重計上を避けるために未実現保有利得を包括利益から除去することをいうというよう
に，この両者を区別しているが，これらの処理は一体とみられるから，ここでは，両者を含め
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊31た意味でリサイクルないし再分類調整という用語を用いることにする。このリサイクルにより，
包括利益（その他の包括利益）に含めて損益認識された未実現保有損益は，実現時に損益計算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊32書に戻し入れられることになるため，当期純利益は従来と変わらず，伝統的な純利益概念が保
持されることになる。ここでは，未実現保有損益の計算・表示はこの実現利益の計算の枠組み
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　33のもとで，そのための補足的・経過的な措置にすぎず，全体的には，伝統的な純利益概念に基
づく一元的利益計算が展開されているとみることができる。ただし，それは情報開示の面では
一定の意義を有する。
　基準書に含まれるいま一つの問題は，包括利益報告の代替的方式として，損益計算書タイプ
＊31　なお，辻山栄子稿「リサイクルについて」企業財務制度研究会・包括利益研究委員会報告『包括利益を
　めぐる論点』1998年所収，181頁参照。
＊32例えば，森田哲弥稿「企業会計における時価基準」産業経営研究第19号，1997年，11頁参照。
＊33　この点について，石川純治氏は，リサイクル法では，「第一義的な利益はあくまで純利益であり」，従来の
純利益という一つの利益概念だけが考えられていると指摘される。そして，「未実現評価損益の計上は損益認
識するとはいえ，その経過的・繰延的処理にすぎないといえる」と述べられている。石川純治稿「利益の『リ
サイクル』とは何か一純利益とその他の包括利益の関係を中心として一」経営研究48巻3号，1997年，3頁一4頁
参照。
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の書式（損益計算書または「結合計算書」）で報告する二つの方式と並んで，それと異質的な持分
変動計算書で報告する方式が提示されている点である。この後者の方式は公開草案の段階では
見受けられず，確定基準書では採用されたものである。
　上述のように，包括利益概念は，対所有主取引以外の取引その他の事象から生じる純資産の
すべての変動分を表すものであり，稼得利益（ないし純利益）だけでなく，価格変動から生じ
る未実現保有損益をも含む企業の全体的成果を示すという意味で，企業の財務業績の指標とし
ての性格をもつものである。SFACは，このような見方の上に立って，包括利益とその構成要素
を成果計算書で報告する方向を提示したのである（公開草案11項も参照）。こうした包括利益概
念の主旨からみると，この利益数値を財務業績と関係のない持分変動計算書において報告する
ことはこれを承認しえないことになる。
　確かに，公開草案では，包括利益（その他の包括利益）は企業の財務業績の測定値を表すとし
て”一 ﾁに財務業績計算書（financial　performance　statement）の性格を持つ損益計算系統の計
算書で報告する方法だけが提案され，SFACにおける包括利益概念の主旨に適合した処理が示さ
れていたが，基準書では，結局のところ，持分変動計算書での報告方式が追加されることにな
ったのである。そのような背景には，この公開草案に対して提出された意見のなかで，包括利
益とその構成要素を財務業績計算書で報告するという要請は，主に二つの財務業績測定値（純
利益と包括利益）を報告すると，投資意思決定等においてそのいずれの測定値が適切であるか
を利用者の側で判断できないことなどのために混乱を招かざるをえない，その他の包括利益項
目は業績に関係しない，また，包括利益は時の経過にともなって変動しボラティリティが高い
等の懸念や批判が多く表明されるという事情が見受けられたのである（60項）。
　その一方で，基準書でも，さきにみたように，包括利益（その他の包括利益）を損益計算書
タイプの書式で報告することが，SFACに適合し，概念的にすぐれていることなどの理由から，
審議会としてはこの方法を奨励すると述べているように，包括利益（その他の包括利益）を財務
業績の指標とする見解はいぜんとして保持されているが，SFACや公開草案に比べて著しく後退
したことは否定できない。
結　　び
　以上，金融商品等の時価評価に関連して生じる諸問題のうち，特に論議の多い評価差額（未
実現保有損益）の取扱いに関する問題を取り上げ，この点で注目されるFASBの一連の取組み一
主にSFAC5号（1984年）および6号（1985年）ならびにSFAS130号（1997年）に示されている一
に焦点を当ててその基礎にある利益計算構造の視点から考察，検討した。その結果明らかにさ
れたことを多少敷衛すると下記のとおりである。
　　L　SFAC5号および6号における展開
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　（1）この問題について，FASBは，　SFAC5号および6号において新しく導入された包括利益概
念を基礎にして，特定の未実現保有損益（売却可能有価証券に係る評価損益等）を包括利益の
構成要素に含めて損益認識し，これを業績を表す成果計算書　（「結合計算書」）で報告するとい
う方向を提示した。「包括利益」は，情報会計を指向するSFACの基底に採り入れられた「資産
負債観」に基づく中核的な利益概念であり，一期間における資本取引以外の取引その他の事象
から生じる一切の変動を表すものである。その意味で，包括利益は企業の全体的成果（業績）
を表すものであり，特に営業循環過程に直接または間接に関連する経営成績の指標としての稼
得利益と価格変動による未実現保有損益から構成される。情報利用者の情報ニーズに適切に応
えるためには，これらの構成要素を成果計算書において明瞭に区分表示することが必要である。
　（2）このように，「資産負債観」に基づく中枢的な利益概念である包括利益の視点からみる
と，SFACの基礎にある利益計算構造は，概念的には，包括利益を中軸とした一元的な利益計算
体系（「包括利益計算体系」）が構想されているといえるかもしれないが，他面，認識・測定構
造という計算の実質面からみると，これには原価・実現基準（実現可能性基準を含む）に基づ
く実現利益（稼得利益）の計算と時価基準に基づく未実現保有損益の計算という二つの異質的な
計算が含まれており，二元的な構造を持つものととらえられる。SFAC5号で包括利益の報告様
式として提示されている「結合計算書」は，こうした包括利益計算に内包される二面性からみて
適当なものと考えられる。
　　2．SFAS130号における展開
　（1）SFAS130号は，会計実務上，特定の認識された未実現保有損益が損益計算書を経由せず
に貸借対照表の資本の部に直接計上される処理の増大に伴い，「クリーン・サープラス」関係が
乱され，財務諸表の透明性が侵害されるという弊害を是正するために，SFACで示された包括利
益概念の実行を企てたものである。しかしながら，内容的に見ると，これには二つの看過でき
ない重要な問題が含まれている。一つは，未実現保有損益の処理に関して，リサイクルないし
再分類調整が適用されることであり，いま一つは，その他の包括利益の報告様式として，成果
計算書（「結合計算書」または包括利益計算書）と並んで，持分変動計算書が選択肢の一つとして
認められていることである。これは公開草案ではみられなかったものである。
　（2）このうち，リサイクルについてみると，この方法では，その他の包括利益に含めて損益
認識された未実現保有損益は，実現時に損益計算書の純利益（基準書では，SFACで示された稼
得利益は用いられず，伝統的な純利益が用いられている）に戻入れられるために，伝統的な純利
益の計算が保持され，未実現損益の計算・表示はそのための補足的・経過的なものにすぎない
ことになる。すなわち，ここでは，ボラティリティから解放された，キャッシュフローの裏付
けのある実現利益の計算だけが問題であり，ボラティリティのある未実現利益の計算はそのよ
うな実現利益の計算への一時的な移行段階にあるものととらえられるのである。したがって，
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基準書では，伝統的な純利益概念が重視され，この利益概念に基づく一元的な利益計算が貫か
れているとみることができる。このような伝統的な純利益概念に基づく一元的な利益計算は，
SFAC5号および6号でみられた包括利益概念に基づく二元的な利益計算への指向とは異質的であ
ると解されるであろう。
　（3）基準書では，その他の包括利益の報告様式の一つとして持分変動計算書が認められてい
るが，持分変動計算書は成果計算書（財務業績計算書）でないから，一種の業績指標とみられ
るその他の包括利益（未実現保有損益）をこの計算書に表示することは合理的ではない。この
報告様式は，SFACで提示されている包括利益概念の主旨とその構成要素の報告方法，およびそ
れを受け継いだ公開草案の提案内容とは相容れないものであるといわざるをえない。
　これらの二つの問題（リサイクルと持分変動計算書での報告）に関連して，未実現保有損益の
業績指標性があらためて問われているように思われる。しばしば述べたように，SFAC5号で
は，「資産負債観」に基づいて，包括利益を資本取引以外の取引等から生じる純資産の一切の変
動分であると定義し，未実現保有損益は稼得利益（純利益に類似する）とともにこの意味での全
体的業績の構成要素とみられていた。この場合，稼得利益は企業の営業循環過程に直接または
間接に関連する実現利益であるのに対して，未実現保有損益は未確定であるが，将来キャッシ
ュフローの期待値を表し，企業の金融資産等への投資の成果とリスクを表すものとして有意味
であると考えられる。この測定値の重要性について，ある論者らは，（特に意思決定有用性アプ
ローチに基づく）資本市場指向型会計（情報会計）の見地から，業績表示への新しい報告に寄与す
　　　　　　　　　　　　　　　　　＊34るものであるという旨のことを述べている。
　しかしながら，こうした包括利益計算体系における未実現損益計算・表示の意義は，基準書
におけるリサイクルの導入一それはすでに公開草案で採用されていた一，または持分変動計算
書での報告の容認によって制限されることになると考えられる。すなわち，リサイクルの適用
は，伝統的な純利益概念に基づいて，未実現損益の計算・表示にもさらに実現基準の適用を求
めるものであり，これは単に実現利益（純利益）算定のための補足的・経過的措置にすぎないも
のと位置づけられることになる。また，基準書において報告様式としての持分変動計算書が容
認されたのは，次のような事情によるものとみられる。すなわち，審議会は，公開草案に提出
された未実現損益は財務業績と関連がないとする旨の批判一特に実現損益は経営者の統制を
こえた市場圧力に関わるものであり，期間により変動するものであるなどの批判一を背景に
して（基準書60項），包括利益に関する概念的問題に取り組むまでは，（未実現損益を含む）包括
利益を財務業績として報告することを要求すべきではないと決定した（同66項）のに伴い，持分
変動計算書での報告が容認されることになったのである。
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